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これまでの自主行動計画について① 

○代替フロン等の排出抑制に係る産業界の計画的な取組の促進として、１９９８年より、
関係業界が策定した自主行動計画に基づく取組が進められてきた。 

○京都議定書第一約束期間が終了した２０１２年までに１８団体が参画し、自主行動計画
に基づく対策が講じられ、フロン回収破壊法等の対策と合わせて、当該期間（２００８～
２０１２年）の平均で基準年（１９９５年）比５２．９％の削減を達成した。 

２０１２年までの自主行動計画策定業界（１８団体） 
日本フルオロカーボン協会、日本化学工業協会、ウレタンフォーム工業会、フェノールフォーム協会、高発泡

ポリエチレン工業会、押出発泡ポリスチレン工業会、日本エアゾール協会、日本遊戯銃協同組合、日本製薬団
体連合会、日本冷凍空調工業会、日本冷凍空調設備工業連合会、日本自動販売機工業会、日本電機工業会、
日本マグネシウム協会、アルミニウム協会、日本自動車工業会、電子情報技術産業協会、電気事業連合会 

基準年 
（1995年） 

第一約束期間平均 
（削減率） 主な排出源 

ＨＦＣ 20 19（▲5%） HFC等製造、業務用冷凍空調機器、断熱剤、エ
アゾール等 

うちHFC23副生分 17 0.1（▲99%） HCFC22製造に伴う副生HFC23の排出 

ＰＦＣ 14 3（▲78%） 半導体・液晶製造、洗浄剤等 

ＳＦ６ 17 2（▲88%） 電気絶縁ガス使用機器、半導体・液晶製造等 

合計 51 24（▲53%） 

京都議定書第一約束期間における排出量及び主な排出源 

出典：2012年度の温室効果ガス排出量（確定値）について（2014、環境省・国立環境研究所） 

単位：百万トン-CO2 
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２０１２年までの代替フロン等３ガスの要因別排出量の推移 

※２０１２年までの集計結果から経済産業省作成（IPCC第２次報告書のGWP値により作成） 

２０１２年までの主な取組内容 
○ＨＦＣ・ＰＦＣ等の製造における、フロン類破壊設備の設置、製造工程の見直し 
○断熱材・エアゾール・金属製造における、代替物質への転換 
○冷凍空調機器製造における、製造工程における生産プロセス時の漏えい防止対策、一部機器のノンフロン機器への転換 
○電子部品等の洗浄における、代替物質への転換（ＨＦＥ等）や設備構造を密閉化することによる回収・再利用プロセスの導入 
○半導体等の製造プロセスにおける、代替物質への転換や除害装置の導入 
○電気絶縁機器の製造・使用における、製造・使用工程における検査時などの漏えい防止対策    等 

百万CO2-t 

（年） 

製造段階における排出
量は1995年比約９割減

となっており、排出量削
減に大きく寄与 

使用・廃棄段階における
排出量は冷凍空調機器
の特定フロンからの冷媒
転換によって1995年比
約２０倍と大幅に増加 

法律に基づく回収は、
2012年では排出量に対

して１割程度となってお
り、第一約束期間の目
標達成に一定程度寄与 

京都議定書第一約束期間目標 
3,100万トン 

平均排出量2,428万トン 
平均削減率▲52.9% 



新たな自主行動計画の策定について 
○２０１３年以降も引き続き、自主行動計画を策定する団体については、新たに２０２０

年、２０２５年及び２０３０年を目標年とした自主行動計画の設定を求める。 
○また、これまでの自主行動計画に基づく取組により、ノンフロン化した団体などが存在

することから、これらの団体については２０１３年以降の自主行動計画の策定を求めな
いこととする。 

２０１３年から自主行動計画を策定しない団体（４団体） 
 フロン類からの転換が完了した団体：フェノールフォーム協会、高発泡ポリエチレン工業会、押出発泡ポリスチ

レン工業会、日本電機工業会（家庭用冷蔵庫に係る計画） 
 フロン類を国内製造において使用しなくなった団体：アルミニウム協会 

２０１３年以降の自主行動計画策定業界（１４団体） 
日本フルオロカーボン協会、日本化学工業協会、ウレタンフォーム工業会、日本エアゾール協会、日本遊戯

銃協同組合、日本製薬団体連合会、日本冷凍空調工業会、日本冷凍空調設備工業連合会、日本自動販売機
工業会、日本電機工業会、日本マグネシウム協会、日本自動車工業会、電子情報技術産業協会、電気事業
連合会 

これまでの取組状況を踏まえ、新たに２０２０年、２０２５年及び２０３０年
を目標年として目標の再検討を依頼 

計画の策定は求めないものの、フロン類から転換状況を注視する必要
があることから、製造量等の継続的な報告を依頼 
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2013年における排出量実績 
○２０１３年における代替フロン等４ガスの排出量は、3,756万トン-CO2（昨年比７％増）。 
○これは、工場等からの排出が抑制されている一方で、主に業務用冷凍空調機器からの

HFC排出量の増加によるものであり、フロン排出抑制法による使用時・廃棄時における排
出抑制対策の必要性を裏付けるものである。 

分野 2012年排出量（百万t-CO2） 変化率（%） 2013年排出量（百万t-CO2） 

合計 35.08 ＋7% 37.56 
  HFC等製造 1.47 ＋8% 1.58 

  発泡・断熱材 2.08 ＋7% 2.23 

  エアゾール等 0.56 ▲13% 0.49 

  冷凍空調機器 26.09 ＋10% 28.69 

  洗浄剤・溶剤 1.58 ▲4% 1.52 

  半導体等製造 2.37 ▲6% 2.23 

  電気絶縁ガス使用機器 0.72 ▲11% 0.64 

  金属製品 0.20 ▲13% 0.17 

  消火剤 0.01 ＋2% 0.01 

 ＨＦＣ 29.01 ＋9% 31.68 

 ＰＦＣ  3.44 ▲5% 3.27 

 ＳＦ６ 1.38 ▲10% 1.25 

 ＮＦ３ 1.26 ＋8% 1.36 
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※2006IPCCガイドラインに基づく集計結果（詳細は後述の「２０１３年以降の集計方法の変更点」を参照）  ※NF3は2013年以降の追加対象物質 



２０２０年以降における自主行動計画の方向性 
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○これまでの計画では、フロン類の製造工程など工場での対策を中心に革新的

な技術導入や地道な工程管理などの産業界の努力によって、2013年の排出

量は1995年比で約９割減と大幅に削減された。そのため、将来の削減余地は

極めて限定的と考えられるが、引き続き更なる排出削減に努めることを求め

るべきではないか。 
 

○また、特にHFC排出量の大部分を占め、今後、増加傾向にある冷凍空調機器

等の使用・廃棄段階における対策が必要不可欠となる中、フロン排出抑制法

に基づく低ＧＷＰ・ノンフロン化を促進する指定製品制度に関係する団体は、

当該制度による効果を最大限、計画に反映させるべきではないか。 
 

○さらに、我が国産業界が取り組んできた対策・技術は、今後、排出量の増加

が見込まれる途上国等において有効なものである。このため、今後の計画で

は、国際的な取組に関しても盛り込むべきではないか。 



新たな目標の設定状況について 
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○計画を策定する１４団体のうち、定量的な削減目標を設定した団体は１３団体となって
いる（実質、当省所管のフロンを扱う製造業界の全ての団体が定量目標を設定）。 

○総量目標や原単位目標など様々であるが、2030年に向けて実質的に目標値を深掘り
することとしたのは、１０団体（１１の計画）となっている 

目標値を引き上げた 
団体 

目標値を維持した 
団体 

目標指標を変更した 
団体 

原単位で目標設定した
団体 

日本フルオロカーボン協会※ 
日本化学工業協会 

日本冷凍空調工業会（業務用
冷凍冷蔵、家庭用エアコン）※ 

日本エアゾール協会 
日本電機工業会 
電気事業連合会 

日本フルオロカーボン協会※ 
電子情報技術産業協会（半導

体製造） 

総量等で目標設定した
団体 

日本製薬団体連合会 
日本遊戯銃協同組合※ 
日本自動販売機工業会 

電子情報技術産業協会（洗浄
剤・溶剤） 

日本マグネシウム協会※ 

電子情報技術産業協会（液晶
製造） 

日本遊戯銃協同組合※ 
日本マグネシウム協会※ 

加重平均GWPで 
目標設定した団体 

ウレタンフォーム工業会※ 
日本自動車工業会※ － ウレタンフォーム工業会※ 

日本自動車工業会※ 

※上記のうち「※」を付した団体は、目標指標の変更等を行っているが、実質的に現状よりも排出量を削減することを2030年までの目標と
していることから、「目標値を引き上げた団体」として整理している。 

※フロン機器製造等を行っていない日本冷凍空調設備工業連合会は、これまで同様に定性目標を設定している。 



新たな対策の概要について 

○引き続き、団体ごとに現場の実態等を踏まえた対策が講じられる他、国際的に優れた
技術や取組みにおいては、国際展開の視点も強く意識した対策となっている。 
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【製造・使用時の漏えい防止対策】 
・日常・定期点検の徹底等による漏えいの防
止（フルオロ協等） 
・工場配管の見直し等の設備改善（エア協等） 
・冷却ユニットの防振性向上、溶接箇所の低
減（自販機工業会） 
・熱交換器の小型化等による冷媒充填量の低
減（自工会） 

【フロン類からの転換】 
・ノンフロン発泡剤の規格化（ウレタン協） 
・不燃性の低GWP冷媒、微燃性冷媒の実用化評
価やノンフロン製品の開発（日冷工） 
・低GWP溶剤への転換、低沸点ＰＦＣへの変更に
よる蒸発量の低減（JEITA） 
・SF6からの代替ガスの利用（材料の腐食・防燃効
果の安定性などが課題）（マグネシウム協会） 

【海外技術協力・国際協調】 
・欧米と比較して、HFC-23(GWP:14,800)の排出量は現時点で１０分の１以下（フルオロ協） 
・ガス製造プロセスにおける我が国の排ガス燃焼設備の海外技術移転（日化協） 
・医薬品としての安定性等が求められることから国際的な認知と協力体制が必要（製薬連） 
・断熱材分野において液化炭酸ガス発泡技術によるHCFC削減プロジェクトをモントリオール基金で
フィリピン等において実施（ウレタン協） 
・住宅用発泡断熱剤分野では、日本で主流となっているノンフロン発泡の例は欧州ではほとんど見ら
れない（ウレタン協） 
・国際的な業界関係者による協調的な削減目標の合意（JEITA） 



団体ごとの目標設定の状況① 
○多くの団体において、技術的に可能な排出抑制対策をほぼ導入している段階まで進ん

でいるため、更なる削減余地は限定的にあるが、過半数の団体が現場管理の徹底等
により目標値の実質引き上げにたゆまぬ努力をする姿勢にある。 

○また、これまで同様に、今後、新技術の導入等があれば目標値の更なる深掘りへ反映
していく。 
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団体名 
（排出分野） 旧目標 2020年 

目標 
2025年 
目標 

2030年 
目標 主な対策の概要 

日本フルオロカーボン協
会 
（HFC等製造のうちHFC製
造） 

排出 
原単位 
▲90% 

（HFC-23） 
▲50% 

（その他） 

排出量 
▲90% 

（HFC-23） 
▲55% 

（その他） 

排出量 
▲92.5% 
（HFC-23） 
▲60% 

（その他） 

排出量 
▲95% 

（HFC-23） 
▲65% 

（その他） 

・日常・定期点検の徹底等による漏えいの防止 
・破壊設備の運転管理・保守技術向上による稼働率向上
を通じて、欧米と比較して、HFC-23の排出量を１０分の１
以下とした 等 

日本化学工業協会 
（HFC等製造のうち
PFC,SF6,NF3製造） 

排出 
原単位 
▲50% 
（PFC） 
▲75% 
（SF6） 

 
 

排出 
原単位 
▲90% 
（PFC） 
▲90% 
（SF6） 
▲60% 
（NF3） 

排出 
原単位 
▲90% 
（PFC） 
▲90% 
（SF6） 
▲70% 
（NF3） 

排出 
原単位 
▲90% 
（PFC） 
▲90% 
（SF6） 
▲85% 
（NF3） 

・製造プラントにおける配管の定期的な更新、精留回収工
程の増強による排出量の削減、燃焼除害装置の増強 

・サンプリングガス回収装置の設置 
・オフガス回収設備の点検手順の見直し、作業標準書の
作成を通じた作業員への周知徹底 

・ユーザーからの返却ボンベ残存ガスの回収 等 

ウレタンフォーム工業会 
（発泡・断熱材製造） 

使用量 
50t以下 

出荷加重 
平均GWP値 
100以下 

出荷加重 
平均GWP値 
100以下 

出荷加重 
平均GWP値 
100以下 

・フロン排出抑制法の指定製品制度関係団体。 
・使用量低減を含めた原液処方及び使用条件の最適化 
・ノンフロン新発泡剤の普及拡大に向けたＪＩＳ規格の改定 
・断熱性能の向上、熱伝導率の経時変化抑制等の技術課
題の最適化への取組 

 
 

 

 
 

※掲載順は順不同（以下、同様）  ※目標は、特に記載のないものは1995年を基準年として設定されている（以下、同様） 



団体ごとの目標設定の状況② 
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団体名 旧目標 2020年 
目標 

2025年 
目標 

2030年 
目標 主な対策の概要 

日本エアゾール協会 
（エアゾール等製造） 

製造時 
漏えい率 

3% 

製造時 
漏えい率 

3% 

製造時 
漏えい率 

3% 

製造時 
漏えい率 

3% 

・フロン排出抑制法の指定製品制度関係団体。 
・生産工場の集約化、工場配管の見直し等の設備改善 
・「フロンの見える化」のための自主表示要領の策定 等 

日本製薬団体連合会 
（エアゾール等製造のう
ちMDI製造） 

排出量 
150t 

排出量 
110t 

排出量 
110t 

排出量 
110t 

・製品改良による噴射剤使用量の減少 
・HFCを使用しない代替製材の開発、噴射剤を使用しない

DPIの低コスト化 
・回収したHFCの破壊処理  等 

日本遊戯銃協同組合 
（エアゾール等製造のう
ち遊戯銃使用） 

定性目標 出荷量 
25t 

出荷量 
10t 

出荷量 
0t 

・広報イベント及び代替ガスの実証実験等を通じた一般
ユーザーの啓蒙・啓発 

・ガスを使用しない機器への転換 
・植林による環境保全活動  等 

日本冷凍空調工業会 
（冷凍空調機器のうち業
務用冷凍空調機器製
造） 

製造時 
漏えい率 
▲10% 

製造時 
漏えい率 
▲50% 

(CO2換算での
2008～2013
平均値比) 

製造時 
漏えい率 
▲51% 

(CO2換算での
2008～2013
平均値比) 

製造時 
漏えい率 
▲52% 

(CO2換算での
2008～2013
平均値比) 

・フロン排出抑制法の指定製品制度関係団体。 
・微燃性冷媒使用製品の安全性評価 
・微燃性冷媒やノンフロンに関する規制の見直し検討に
係る検討体制の設置 

・冷凍空調機器の冷媒漏えい防止ガイドラインの策定を
通じた、機器の疲労等による漏洩事故の防止対策 等 

日本冷凍空調設備工業
連合会 
（冷凍空調機器のうち業
務用冷凍空調機器製
造） 

－ － － － 

・冷凍空調機器からの冷媒回収、機器の点検技術向上
に係る技術者養成講習事業等の実施 

・冷凍空調機器の施工技術の向上、品質確保 
・冷凍空調機器ユーザー及び回収業者等を対象とした説
明会等による普及・啓発活動の実施  等 

 

 

 

 

 

 



団体ごとの目標設定の状況③ 
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団体名 旧目標 2020年 
目標 

2025年 
目標 

2030年 
目標 主な対策の概要 

日本自動販売機工業会 
（冷凍空調機器のうち自
動販売機製造） 

製造時 
漏えい量 

0.75g 
故障率 

0.3% 
修理時 
漏えい率 

0.8% 

製造時 
漏えい量 

0.63g 
故障率 

0.3% 
修理時 
漏えい率 

0.8% 

製造時 
漏えい量 

0.61g 
故障率 

0.3% 
修理時 
漏えい率 

0.8% 

製造時 
漏えい量 

0.58g 
故障率 

0.3% 
修理時 
漏えい率 

0.8% 

・紙パック式飲料自販機等の低ＧＷＰ冷媒搭載機器の開
発 

・冷却ユニットの故障率低減のため、冷媒配管の防振性
向上、溶接箇所の低減 

・低GWP冷媒機器のメンテナンス及び廃棄の安全性確保

に関するマニュアルの策定によるユーザーへの周知 
等 

日本自動車工業会 
（冷凍空調機器のうち
カーエアコン製造） 

使用量 
原単位 
▲20% 

出荷加重 
平均GWP値 

850 

出荷加重 
平均GWP値 

150 

出荷加重 
平均GWP値 

150 

・フロン排出抑制法の指定製品制度関係団体。 
・回収機能付き充塡装置による充塡時漏えいの防止 
・漏れの少ないホースの採用、配管接続部の軸シール化
等による接続部の削減、組立工程の作業管理 

・熱交換器の小型高性能化等による冷媒使用量削減 等 

日本冷凍空調工業会 
（冷凍空調機器のうち家
庭用エアコン製造） 

製造時 
漏えい率 
▲10% 

製造時 
漏えい率 
▲64% 

(CO2換算での
2008～2013
平均値比) 

製造時 
漏えい率 
▲64% 

(CO2換算での
2008～2013
平均値比) 

製造時 
漏えい率 
▲64% 

(CO2換算での
2008～2013
平均値比) 

・フロン排出抑制法の指定製品制度関係団体。 
・微燃性冷媒使用製品の安全性評価 
・冷凍空調機器の冷媒漏えい防止ガイドラインの策定を
通じた、機器の疲労等による漏洩事故の防止対策 等 

電子情報技術産業協会 
（洗浄剤・溶剤） 

GWP換算 
排出量 
▲60% 

（電子部品） 
▲80% 
（半導体） 

0 
（液晶） 

GWP換算 
排出量 
▲65% 

（電子部品） 
▲80% 
（半導体） 

0 
（液晶） 

GWP換算 
排出量 
▲65% 

（電子部品） 
▲80% 
（半導体） 

0 
（液晶） 

GWP換算 
排出量 
▲65% 

（電子部品） 
▲80% 
（半導体） 

0 
（液晶） 

・洗浄工程における再使用循環装置の導入 
・低ＧＷＰ物質への転換、高沸点PFCへの変更による蒸発
量の抑制 

・バッチ方式の採用やサンプリング数の削減による使用
量の削減 

・PFCを使用しない工程への変更 等 
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団体名 旧目標 2020年 
目標 

2025年 
目標 

2030年 
目標 主な対策の概要 

電子情報技術産業協会 
（半導体等製造のうち半
導体製造） 

GWP換算 
排出量 
▲10% 

面積原単位 
排出量 
0.22 

kg-CO2/cm2 

面積原単位 
排出量 
0.22 

kg-CO2/cm2 

面積原単位 
排出量 
0.22 

kg-CO2/cm2 

・除害装置の導入による排出量の削減 
・プロセス最適化による使用量の削減、代替化によるガ
スＧＷＰ値の低減を通じた排出量の削減 

・排出削減効率の高い生産ラインへのシフト  等 

電子情報技術産業協会 
（半導体等製造のうち液
晶製造） 

排出量 
70万t-CO2

以下 

排出量 
70万t-CO2

以下 

排出量 
70万t-CO2

以下 

排出量 
70万t-CO2

以下 

・除害装置の設置による排出量の削減 
・代替化によるガスＧＷＰ値の低減を通じた排出量削減 
・日本、韓国、台湾、中国の業界によるPFC排出量削減に
関する国際的な取組   等 

日本電機工業会 
（電気絶縁ガス使用機器
のうち当該機器の製造） 

排出 
原単位 
3%以下 

排出 
原単位 
3%以下 

排出 
原単位 
3%以下 

排出 
原単位 
3%以下 

・関係業界による「電力用SF6ガス取扱基準」の遵守 
・研究部門での回収設備の導入、回収機器の更新・改造、
残留ガスの回収設備導入、作業管理の徹底 等 

電気事業連合会 
（電気絶縁ガス使用機器
のうち当該機器の使用） 

排出 
原単位 
3%程度
（点検時） 
1%程度 
（廃棄時） 

排出 
原単位 
3%程度
（点検時） 
1%程度 
（廃棄時） 

排出 
原単位 
3%程度
（点検時） 
1%程度 
（廃棄時） 

排出 
原単位 
3%程度
（点検時） 
1%程度 
（廃棄時） 

・関係業界による「電力用SF6ガス取扱基準」の遵守 
・回収装置の適切な配備・運用、機器製造業者と連携し
た大型回収装置の効率的な運用  等 

日本マグネシウム協会 
（金属製造のうちマグネ
シウム製造） 

単位 
使用量 

0.0033t/t
以下 

単位 
使用量 
▲30% 

(2013年比) 

単位 
使用量 
▲40% 

(2013年比) 

単位 
使用量 
▲50% 

(2013年比) 

・１事業所当たり500kg以上のSF6の排出中止 
・鋼材の腐食や防燃効果の安定性等の課題に係る改善
技術の開発を通じたSF6代替ガスへの転換  等 

※排出量の集計に際しては、上記の自主行動計画策定団体の他、フェノールフォーム協会、高発泡ポリエチレン
工業会、押出発泡ポリスチレン工業会、日本電機工業会（家庭用冷蔵庫に係るもの）、アルミニウム協会、太陽
光発電協会から製品出荷量、使用量等について報告を受けている。 

 

 

 

 

 



（参考）２０１３年以降の集計方法の変更点 
変更点 具体的内容 

対象ガスの追加 

2006IPCCガイドラインに基づき、これまでの報告対象ガスに加え
て、以下のガス種が追加された。 

HFC-245fa(1,030)、HFC-365mfc(794)、HFC-236ea(1,370)、 
HFC-152(53)、HFC-161(12)、PFC-9-1-18(7,500)、NF3(17,200) 

 ※括弧内は適用されるＧＷＰ値 

ＧＷＰ値の変更 

これまではIPCC第２次報告書のＧＷＰ値を主に採用していたが、
２０１３年以降はIPCC第４次報告書のＧＷＰ値が適用されること
となった。 
 【主なガス種のＧＷＰ値の変化】 
 HFC-23（11,700 → 14,800）、HFC-32（650 → 675）、HFC-125（2,800 → 3,500） 
 HFC-134a（1,300 → 1,430）、PFC-14（6,500 → 7,390）、PFC-116（9,200 → 12,200） 
 SF6（23,900 → 22,800） 

新規排出源の追加 

2006IPCCガイドラインに基づき、代替フロン等４ガスの国連への

報告においては、新たなに光電池製造、熱伝導流体等の新規
排出源に関する報告が求められる。また、軍事利用、粒子加速
器等からの排出量についても求められる。 

デフォルト値の変更 

2006IPCCガイドラインに基づき、半導体・液晶製造プロセスにお

ける反応消費率等の係数、押出発泡ポリスチレンフォーム製造
における排出係数及びアルミニウム製造における排出係数が
変更された。 12 



（参考）代替フロン等４ガスの排出量の推移（ガス種別） 

※２０１３年以降の国連気候変動枠組条約事務局に対する温室効果ガス排出インベントリの報告は、新たに2006IPCCガイドラインに基

づき実施することとされており、対象ガスが追加されるとともに、ＧＷＰ値が改定されており、過去の集計分についても当該ガイドライ
ンに基づき算定を行うこととされているため、昨年までの排出量が異なる。 13 
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（参考）代替フロン等４ガスの排出量の推移（要因別） 

※２０１３年以降の国連気候変動枠組条約事務局に対する温室効果ガス排出インベントリの報告は、新たに2006IPCCガイドラインに基

づき実施することとされており、対象ガスが追加されるとともに、ＧＷＰ値が改定されており、過去の集計分についても当該ガイドライ
ンに基づき算定を行うこととされているため、昨年までの排出量が異なる。 14 
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